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　当社は2006年に発表した中期経営計画（呼称：J2008、2006～2008年度の3年間を対象）について、
今般ローリングを実施し、2006年度の実績及び今後の市場環境の見通し等にもとづき2007～2008年
度の２年間を対象とした改定中期経営計画呼称：J2008改）を策定しましたのでお知らせいたします。

１．前中期経営計画（J2008）の総括

　前中期経営計画では「収益力の向上」、「資産効率の向上」、「CSRの推進」を重点目標として
活動してまいりましたが、計画最終年度の目標値を２年前倒しで達成することが出来ました。

　計画の策定時点においても、中国を始めとする海外経済の活況は継続し、原油等の原材料の価格
は高含みであろうと予測しておりましたが、この１年間の状況は予想を上回るものであり、収益の
圧迫要因ではあるものの、エネルギー、樹脂関連製品の多い当社にとっては追い風ともなりました。
　また、数年前から実施してきた設備投資等の生産体制の整備も効を奏したものと考えております。

　今後もいっそうの収益力の強化により、さらに企業価値を増大させるために、今般新たに改定中
期経営計画を策定することといたしました。

２．改定中期経営計画（対象期間：2007-2008年度、呼称：J2008改）

　当社は2007年11月に創立100周年を迎えます。「J2008改」の実行期間である2007年度、2008年度
は当社としての新たな世紀への架け橋と大いなる飛躍の期間と捉え、当社の使命である「お客様に
満足、信頼いただける製品・サービスを提供し続けることによって株主の満足、従業員の幸せを実
現し、社会の発展に貢献する日本製鋼所グループであり続けること」を実現し、企業価値を増大さ
せるために技術経営をいっそう推進し、以下の諸施策を実施してまいります。

２－１．重点目標

　　　１）業容の拡大　２）資産効率の向上　３）ＣＳＲの推進
　　　
２－２．数値目標

改定中期経営計画（J２００８改）について

記

（単位：億円）

16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期（予）21/3期（予）

売上高 1,363 1,583 1,734 2,071 2,170 2,350

連 営業利益 64 77 129 246 260 290

結 経常利益 46 62 118 234 250 275

当期純利益 20 33 66 125 130 145

純有利子負債残高 466 272 284 41 100 140

売上高 1,143 1,299 1,456 1,774 1,870 2,050

単 営業利益 41 48 107 228 240 270

体 経常利益 33 43 102 219 235 260

当期純利益 14 24 60 122 125 140

純有利子負債残高 482 304 316 79 125 170



２－３．基本施策

　　１）既存事業・製品の収益力の極大化
　　　　（経営資源の重点的投入、設備投資の拡大、要員増）
　　２）技術経営の推進による新規事業の開拓
　　　　（重点分野に特化した全社的事業化推進活動）
　　　　　＊重点分野：　新エネルギー、環境、情報関連、ナノテク・材料
　　３）資産効率の向上
　　４）企業倫理の遵守
　　５）環境保全活動の推進
　　６）人材の育成（技術・技能の伝承）
　　７）内部統制の強化
　　８）グループ経営の強化
　　　　（経営効率の向上、既存事業の拡大及び新規事業開発の加速化のためにグループ企業の
　　　　　再編、他社とのアライアンスを推進）

２－４．設備投資（2007年度～2008年度）

　　　　・2年間で約400億円（リースを含む）の設備投資を予定しています。
（2006年度投資額102億円）

　　　　　用途別には、①生産性向上のための更新・増設などに85%、②成長のための新規事業
　　　　　及び開発関連に10%、③環境・安全対策等に5%を振り向けます。
　
２－５．事業セグメントごとの重点施策

　　１）鋳鍛鋼事業
　　　　・「エネルギー分野におけるニッチトップ製品の伸長」
　　　　・主力製品である大型鍛鋼品の生産性向上にいっそう注力し、需要堅調な発電用部材、
　　　　　また米国、中国等で新設需要の期待される原子力容器用部材を主要ターゲットとした
　　　　　製造能力の拡大により更なる強化を実現する。
　　　　　
　　２）鋼板・鉄構事業
　　　　・「エネルギー変革に伴う伸長分野の強化」
　　　　・エネルギー需要の増加に伴い石油精製設備の需要は拡大の傾向、また天然ガスもクリー
　　　　　ンエネルギーとして世界的に需要が増加している。
　　　　　これらの設備に使用される圧力容器、クラッド鋼管・鋼板についても需要は堅調であり、
　　　　　圧力容器の主要素材である大型鍛鋼品の製造能力拡大にあわせ溶接・組立工程等の生産
　　　　　体制の整備、生産性の向上等により拡大していく。

　　３）樹脂機械事業
　　　　・「世界No.1の総合樹脂機械メーカーへ」
　　　　・樹脂分野における川上（造粒）、川中（改質）、川下（成形）の各分野に対し、高機能
　　　　　製品強化による市場拡大と徹底したコスト改善により競争力強化を実現する。
　　　　　また、広島製作所に建設中（本年６月完成予定）のテクニカルセンターの活用により、
　　　　　フィルム・シート分野を拡大していく。

　　４）その他機械事業（IT関連機器、防衛関連機器、一般産機、風力発電関連機器他）
　　　　・「技術経営の推進」
　　　　・保有する基盤技術をベースとし、重点分野を対象とした技術経営の推進により、新規
　　　　　事業分野の開拓を実現し、将来の収益の礎を築く。

　　５）地域開発事業
　　　　・「安定的収益の確保」

以　上


